
  

- 1 - 
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OF CONSTRUCTION AND TRANSPORTATION R&DPROJECTS 

 

 

建設システム革新研究本部 建設管理∙経済研究室 首席研究員 陳慶鎬 
 

建設交通関連のR&D予算が拡大すると共に、大規模な実用化課題を中心に展開されるR&D事業構造により、質

の高い成果を確保することが強調されている。この研究は、研究成果の現場活用の現況を調べると共に、制度的・

技術的な障害要因を分析することで、現場での活用性を極大化するための政策的な基盤、技術移転・拡散体制の

改善、成果管理体系の高度化方策など、具体的な実行方策について考察するものである。 
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１．研究の背景・目的 

近年、韓国では、建設交通関連R&D事業への投資が急

増しており、質の高い成果が強調され、成果志向の R&D

が実施されている。これを受け、管理専門機関の建設交

通技術評価院(KICTEP)では、成果管理の効率化を図るた

め、成果拡散体系の具体的な構築を目指した取り組みが

2005年から始まっており、成果状況の管理、追跡調査な

ど、 受動的な成果管理中心の活動が展開されている。し

かし、最近の国家R&Dの流れは、能動的な成果移転や拡

散活動が中心の成果移転・拡散戦略が主な政策となって

いるため、投資効率性の極大化につながる研究成果の現

場活用性を高めるための方策や、成果管理体系を高度化

する方策の策定が、建設交通 R&D 分野において急務と

なっている。  

この研究の最終的な目標は、 建設交通技術の特性を考

察し、韓国の建設交通R&D事業の成果管理の現状と障害

要因を考察すると共に、成果の現場活用性を極大化する

実行方策を策定することである。 

 

２．建設交通R&D成果の概要 

(1) R&D成果の概要 

米国の政府績效與成果法(Government Performance and  

Results Act)によると、成果とは「目標に向けた

プログラムの実現、あるいは、特別な進展」を意味する

ものである。 国内の法律では、国家の研究開発事業など

の成果評価・成果管理に関する法律第2条(定義)により、

研究成果とは、「研究開発を通じて創出される特許・論文

などの科学技術成果とその他の有形・無形の経済・社会・

文化的な成果」だと定義している。  

研究成果は、1 次的な成果である論文、特許、試作品

などの研究結果(Output)と、2 次的な成果であるコスト

ダウン、売上増大、製品改善などの研究成果(Outcome)、

競争力の向上、国民経済への貢献などの波及効果

(Impact)に分類することができる。研究成果の類型や研

究者によっては2次的な研究成果に人材育成、輸入代替

効果等のいくつかのカテゴリーを追加することもある。  

 

(2) 建設交通技術の特性・ R&D成果の類型 

産出物の切り口で考えてみると、交通技術の産出物は

移動が可能で大量生産するという特性があり、生産的な

側面で建設技術と交通技術は違うが、建設技術も資材・

材料、建設装備などを大量生産するので、両者の違いを

考慮せずに、公共成果、複雑性、耐久成果、高費用など

の共通の特性を中心に考えることにする。  

この考え方に基づいて、建設交通事業に建設交通 R&D

開発技術を適用する際の成果類型を次の5つに分類した。 

 

 

 

表1.建設交通R&D技術の成果類型 

R&D 

成果類

型 

成果類型の定義 

(コスト低減の観点) 
類型区分時の検討事項 

工法・

手法 

従来の装備と資材などを

活用することで、新しい手続

き方法を提示 

▪連続的なプロセスの有無 

▪従来の装備・資材の活用の有無 

▪標準仕様書への記述の可否 
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装置・装

備 

新しい機械的メカニズム、

構造、作動原理を活用し

て、従来の装置・設備に代

替 

▪独立作動の可否 

▪特定機能の有無 

▪別途の費用の有無 

▪装備の機能・特性の一般化の可否 

資材・材

料 

新しい原料、材料を活用

することで、従来の材料に代

替 

▪特定の機能の有無 

▪資材・材料特性の一般化の可否 

S/W・情

報システム 

ソフトウェアと多様な 装

置、センサーなどを活用し

て、情報を収集し、迅速に

処理 

▪計測・情報処理などの目的の実現

の可否 

基準・政

策 

(制度) 

各法令、規定、規範、基

準、指針など 

▪政策的な対象の有無 

▪プロセスの有無 

▪標準化・一般化の可否 

 

(3) 建設交通R&D成果の活用メカニズム 

一般的に、建設交通R&D事業の成果活用(現場適用)・

技術移転プロセスのライフサイクルは、図のとおり、研

究企画フェーズ、研究開発フェーズ、現場適用・実用化

フェーズ、成果活用・技術移転フェーズ、追跡評価・成

果管理フェーズに分けられる。これらをモデル化するた

めに、この研究では、米国交通運輸研究会議(TRB)の技術

移転による高速道路産業革新モデルに基づいて、建設交

通R&D技術の現場適用と成果活用のためのプロセスにつ

いて考える。以下にそのプロセスを示した。 

 

 

図 2. 建設交通R&Dのライフサイクルと成果活用プロセス 

 

3. 韓国の建設交通R&D研究成果の現況 

建設交通R&D事業の成果を、事業化・製品化の実績、

現場コストの低減実績、新技術の指定実績、法令制定・

改定へ反映された実績、KS標準・設計基準・仕様書・指

針への反映実績に区分した。 

  

(1) 事業化・製品化の実績 

研究成果のうち事業化・製品化実績は31件であり、売

上高が発生した時点を基準に2003～2006年までは7件に

過ぎなかった実績が2007年 11件、2008年 13件と急増

している。 

成果類型別にみると、事業化・製品化実績を上げるこ

とができない基準・政策成果を除くと、装置・装備が全

体の35.5%であり、その他が20%で大体同じ割合だった。 

事業化・製品化の実績を金額ベースでみると、総額は

689 億ウォンだったが、このうち、売上高の発生時点が

不明な67億ウォンを除いた622億ウォンを対象に、売上

高が発生した時点を基準にして、実績がどのように推移

しているのかをみると、2005年までは装備・装置を除い

ては売上高を上げてながったが、2007年からは各成果類

型別に均等に売上高の実績を上げていた。 

事業化・製品化実績のほとんどが研究に参加した会社

により商品化(全体の 70%)されていて、技術移転による

製品化・事業化は4件に過ぎなかった。 

 

(2) 現場コスト低減実績 

現場に適用されたコスト低減実績は、調査時点を基準

にして2000年から2009年までが605件、1.78兆ウォン

である。年度別にみると、2006年は0.63兆ウォン(全体

の35.4%)、2009年が1.03兆ウォン(全体の57.7%)であっ

た。 

 

(3) 新技術の指定実績 

新技術に指定された建設交通R&D事業の成果は、新技

術指定・告示日を基準にしてこれまで20件が指定を受け

ていた。20 件の内訳は、建設新技術が 13 件、知識経済

部指定の新技術が6件、環境部指定の新技術が1件であ

る。建設新技術に指定された件数の中で建設交通R&D成

果に基づいて指定を受けた新技術の件数は13件、2.29%

だった。 

  

 (4) 法令制定・改定へ反映された実績 

法律に制定・改定されたのは、法令化されやすい順で、

総79件のうち、訓令・例規・告示・指針の割合が全体の

51.9%、施行規則 20.2%、施行令 15.2%、法 12.7%を占め

ていた。年度別にみると、施行日を基準にして2005年と

2006年に急増しており、その後、尐しずつ実績が減尐に

転じているが、これは大型課題が遂行されたことの影響

を受けたものと思われる。 

 

(5) KS標準・設計基準・仕様書・指針への反映実績 

KS標準・設計基準・仕様書・指針への反映実績を類型

別にみると、下位の技術基準が52件(45.6%)、設計基準

26件(22.8%)、KS標準が23件(20.2%)である。年度別に

みると、KS標準・建設工事基準に反映された実績が持続

的に増加しており、現場コスト低減実績はさらに拡大す

ることが見込まれる。 

追加研究・成果活用・技術移転戦略の見直し 

研究企画フェーズ 研究開発フェーズ 現場適用・実用化フェーズ 追跡評価・成果管理フェーズ 

需要調査 

優先順位 

研究企画 

研究開始 

研究実施 

研究終了 

開発技術の 

導出 

技術移転・ 

適用現場の模索 

標準化・ 

製品化 

成果活用・技術移転成果の収集・ 

分析・フィードバック 

成果活用・技術移転フェーズ 

製品開発・生産 

新技術の指定 

建設工事基準の収録 

政策・制度の反映 

入札・契約図書 
（設計図面・工事仕様書
など） 
適用 

法令、要領、指針、 

マニュアル作成 

購買・現場適用 

新技術の現場適用 

工法・手法の 

現場適用 

事業実施・ 

工事施行時に適用 
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4. 建設交通 R&D 成果の活用の成功要因と障害要

因 

R&Dの現場適用事例に関する調査と、R&D成果の追跡評

価報告書をもとに、中核的な成功要因と現場活用におけ

る障害要因を洗い出し、これに基づいて、現行の国家建

設技術研究開発の成果管理体系の見直し策について考え

た。具体的な成功要因と現場活用における障害要因は次

のとおりである。 

 

表 建設交通R&Dの成功要因・現場活用における障害要因 

成功 

要因 

先行研究を事前に実施するなど各フェーズの研究を実施 

使用者のニーズ、既存技術の問題点を分析した結果を企画に反

映 

技術ライフサイクル、成果類型、市場環境に応じた成果目標の設

定 

技術需要者である発注側の積極的な参加を誘導 

国際共同研究の実施 

研究者の自発的な創業・事業化などの動機付与 

開発技術の検証・性能評価の実施 

建設工事基準・KS標準などに成果を反映 

現場適用実績を確保するための充分な取り組み 

障害 

要因 

従来の技術に比べて経済性が低い  

従来の同じレベルの技術水準 

研究成果の認知度が低い 

現場の環境や実用性が考慮されていない技術 

開発技術の完成度が不十分 

開発技術の信頼性や安全性に対する検証が不十分 

既存の工法や資材との互換性が低い 

技術水準が高いため開発技術を適用するインフラが不十分 

開発された技術を適用するための仕様や工法などが不十分 

施工基準や設計基準など、建設工事基準に未反映  

開発技術の適用が難しい発注制度 

現場に適用された実績が不十分だったり、発注側の過度の要求 

開発技術の適用に伴うリスク 

既存技術の市場におけるけん制・独占構造  

 

5. 建設交通 R&D 成果の現場活用性を高めるための

方策 

本研究では、建設交通R&D管理レベルを持続的に高め

ると共に、関連制度やインフラを拡充するため、次の現

場活用性向上方策を提示する。 

 

(1) 建設工事基準の改定を専従する支援体系の構築 

建設交通R&D成果を建設技術基準に持続的に反映させ

るためには、信頼性と安全性が確保された建設交通 R&D

開発技術の成果・信頼性・安全性を検討して整備予算を

支援する建設工事基準専従支援体系などの専門管理体系

が必要である。 

 

 

図 建設交通R&D成果を建設工事基準へ反映するための専従支

援体系 

 

建設交通R&Dを建設工事基準に反映させるための専従

支援体系の役割は、毎年報告されるR&D成果の中から、

建設工事基準に反映する技術を調べて洗い出すと共に、

現在活動中の建設工事基準整備協議会に積極的にそれを

反映することである。 

専従支援体系の機能は、技術調査・管理機能、信頼性

分析機能、建設工事基準への反映支援機能に大きく分け

られる。まず、技術調査・管理機能についてであるが、

建設交通R&D成果のうち建設工事基準に反映する技術を

洗い出し、管理する機能である。信頼性分析機能は、建

設交通R&D成果のうち建設工事基準に反映するために選

定された技術の信頼性を検討すると共に、標準化業務を

サポートする機能である。建設工事基準への反映支援機

能は、建設工事基準に反映するための予算、専門家への

支援、教育を行う機能である。 

 

 

図 建設工事基準専従支援体系の構成と機能 
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(2) 専門的な技術移転組織体系の構築 

現在、ばらばらになっている研究機関、大学、企業な

どの建設交通R&D分野の技術移転活動を、統合管理し、

技術移転活動を専門的にサポートする「建設交通R&D事

業化支援センター(仮称)」を新設して、技術移転活動の

より積極的に展開することを提案する。「建設交通 R&D

事業化支援センター」の機能は、表のとおり、技術移転・

拡散戦略の策定・企画、技術移転・拡散サービスの提供、

教育・広報、技術移転・拡散成果の管理機能に区分する

ことができる。詳細内容を下記に示す。 

 

表 建設交通R&D事業化支援センターの主な機能  

主な機能 主な内容 

技術移転·拡

散に関する企画・

戦略の策定 

▪成果管理中長期計画 

▪技術移転·拡散長期戦略・

ロードマップ 

▪技術移転·拡散 ニーズ 調

査 

▪技術移転·拡散手続きの改

善 

技術移転·拡

散サービス 

▪技術移転に必要な行政サー

ビスの提供 

▪技術移転費用補助制度の

運営 

▪技術移転 専門家プールの

運営 

▪技術価値評価 

教育・広報 

▪技術年鑑の作成・配布 

▪広報カンファレンスの開催 

▪開発技術の活用教育の提

供 

▪開発技術活用マニュアルの

作成・配布 

▪技術移転・拡散の模範事例

の発掘・褒賞 

技術移転·拡

散成果の管理 

▪開発技術の適用効果の評

価 

▪技術移転・拡散担当者、使

用者の意見の収集 

▪開発技術を補完する意見の

収集 

▪開発技術の追加研究機会

の提供 

 

(3) 技術移転ネットワークの構築 

建設交通R&D技術移転情報を共有して技術移転成果を

効率的に管理すると共に、技術需要者との間で行われる

ビジネス業務をサポートするためには、国レベルの技術

移転ネットワークを構築する必要がある。技術移転ネッ

トワークの技術移転業務は、直接的な技術移転手続きと、

技術取引機関を介して行われる間接的な技術移転手続き

があり、いずれかを選択して運営することができる。直

接的な技術移転手続きは、建設交通企業が入札する工事

で活用されたり、現場の難点を解決するために活用され

る R&D 開発技術を、技術移転総合システムを通じて検

索・発掘して、技術実施契約を結び、活用するものであ

る。間接的な技術移転手続きは、技術取引機関が技術移

転ができると判断した技術を発掘し、この技術を広く広

報して、技術を必要とする企業を見付けし、技術実施契

約を結び、活用するものである。 

 

 

図 技術移転ネットワークの業務フロー 

  

(4) 建設交通R&D成果と建設新技術の連携の強化 

研究成果を現場に適用するためには、研究期間が終了

した後も、持続的に管理が行われ、優れた研究成果が新

技術の申請や指定に結びつくようにサポートする必要が

ある。そのための４つの連携方策を以下に提案する。 

 

 

図 建設交通R&D成果と建設新技術の連携方策 

 

 

(5) R&D成果の信頼性の確保・検証体系の構築 

R&D 開発技術の信頼性を確保するためには R&D 開発技

術検証制度を導入しなければならない。技術検証制度の

運営の枠組みは、次図のとおり、検証技術指定機関(韓国

建設交通技術評価院)を中心に、国土海洋部が認めた「現

場検証評価機関」が検証業務を行い、技術検証書(案)の

提供を受けて、設計や工事の際に根拠として提示するも

のである。 

 

技術 
事業化 

技術実施契約
（技術料発生） 手数料納付 

移転技術需要者探し 

移転技術探し 
移転技術供給対象者探し 

技術価値評価技結果の通報 

技術価値評価依頼 

技術仲介 
依頼 

技術仲介 
依頼 

現場活用技
術探し 

移転技術専
門家支援 

技術仲介 

依頼 

移転技術リスト化 
技術価値評価依頼 

技術開発者 

（公共研究機関、 
大学など） 

技術価値評価機関 

技術取引機関 

技術実施企業 

建設交通Ｒ＆Ｄ事業化支援センター 

（建設交通Ｒ＆Ｄ技術移転総合システム） 

移転技術供給対象者探し 

建設交通Ｒ＆Ｄ成果と建設新技術の連携方策 

現場検証費用（モデル施工費用）支援事業の推進 

優れた研究成果であり、現場に適用された実績のない研究成果の現場検証費用を支援 
技術創業・事業化と連携して、優秀な成果の現場検証費用を支援する事業を追加 

実用化技術の目標の具体化・フェーズ別の成果指標による管理の強化 

企画段階からフェーズ別に進捗を点検して、新技術指定申し込みを義務付ける 

建設交通Ｒ＆Ｄ成果の新技術申し込み時に、審査の一部を免除する方策を付与 

優秀な建設交通Ｒ＆Ｄ成果の新技術申請・指定時に、審査費用を免除する方策を提案 

建設交通Ｒ＆Ｄ事業に参加する時に、加点を付与 

建設交通Ｒ＆Ｄ成果をもとに新技術に指定される場合、優秀研究者に指定、次の事業に参加する際に加点を付与 
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図 建設交通R&D開発技術の検証体系の概念図 

 

(6) 技術移転・事業化ロードマップの導入 

企画段階では、これまでのような技術開発ロードマッ

プ中心の企画活動ではなく、最終的に開発される技術と

要素技術別の事業化方策を示した「技術移転・事業化ロー

ドマップ」を作成して提示してもらう。技術移転・事業

化ロードマップには「開発技術の移転・事業化に必要な

市場ニーズの早期化戦略、コストを低減し品質を確保す

るための戦略、事業化資金を調達するための戦略、支援

インフラを確保するための戦略など、多様な戦略と詳細

活動を体系的に盛り込まれるが、これは、研究に参加し

た研究者同士の共同の取り組みを引き出すためのツール」

である。技術移転・事業化ロードマップを、R&D 開発技

術の技術開発ロードマップと連携して、技術移転・事業

化ポートフォリオとして提示することもできる。大型プ

ロジェクトは技術需要者の幅も狭いので、技術需要者中

心の技術移転・事業化ロードマップを作成しなければな

らない。 

技術移転・事業化ロードマップに盛り込む戦略と内容

の事例を以下に示した。 

 

表 技術移転・事業化ロードマップに盛り込む内容 

戦略 内容 

市場需要 

早期化戦略 

▪開発技術に対する教育・広報計画(発注者など、関連主

体別) 

▪開発技術の信頼性を検証するための方策 

▪早期導入に対してインセンティブを提供する方策 

▪ビジネスモデル 

コスト低減・ 

品質確保 

戦略 

▪コスト低減/品質確保のための改善活動(VE活動) 計画 

▪コスト低減/品質確保に必要な供給網を確保するための

計画 

事業化資金 

調達戦略 

▪円滑な投資資金を確保するための財政的インセンティブ

計画 

▪事業化に必要な投資パートナーを選定するための計画 

支援インフラ

確保戦略 

▪開発技術関連の専門家・技術者を確保するための計画 

▪開発技術に必要な支援システムを確保する計画(制度化

方策など) 

▪市場拡散のための標準化計画(建設工事基準、KS標準

など) 

 

6. 結論 

この論文では、従来の建設交通R&D成果の現場活用に

関して、成果発掘や蓄積中心の活動を、成果移転・拡散

中心の活動に切り換えるためのインフラ構築方策につい

て提示した。 

インフラ構築を支える制度基盤も欠かせない。研究成

果を発注制度や契約制度に適用するための規定を策定し

て発注者・技術適用者のリスク負担を最小化し、研究成

果適用時にインセンティブを付与するなどの環境整備が

急がれる。 
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